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研究成果の概要（和文）：本研究は，ETC や交通 IC カード等によって実現可能なフレキシブル

な料金設定に着目し，従来ブラックボックスとして扱われてきた交通サービスレベルに対する

認知メカニズムの分析を行うと共に，マーケティングの分野で採用されている Yield 

Management の概念に基づき，既存の交通インフラを 大限活用し，社会的に望ましい交通体

系を実現するような料金政策の検討を行った． 
 
 
研究成果の概要（英文）：Recently, travel IC card has been rapidly prevailing around the 
world and it enables the transport service providers to provide wide variety of services 
corresponding to the travel demand. This study investigated the traveler’s cognitive 
processes toward the transport services, and then evaluated which types of services would 
be the most desirable from the cost-effectiveness point of view. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年，IC カードや ETC による料金収受が
急速に普及している．IC カードや ETC は，
料金収受に伴う運行の遅延回避や混雑の緩
和効果をもたらすほか，深夜割引や通勤割引，
渋滞ポイントにおける時間帯割引やマイレ
ージサービスなど，交通需要の TPO にあわ
せた料金設定を可能とし，現在，本格実施や
社会実験を通じて効果計測が行われてきて
いる．加えて，携帯電話を活用した料金決済
や GPS を搭載したスマートフォンの普及な
どを背景として，今後よりフレキシブルな料
金設定が行なわれるようになるであろう． 
 このように，様々な料金政策を実現する技
術的基盤が着々と確立されてゆく一方，それ
らをいかに適用すべきかという計画理念に
ついては十分に議論されているとは言いが
たい．例えば，料金政策については，現状で
は高速道路の ETC 割引のように利用ごとに
割引く方式が主流であるが，プリペイドカー
ドのように事前にインセンティブを与えた
り，逆に一定の利用の後にまとめてインセン
ティブを与える方式も可能であり，それらは
仮に原資が同一であっても効果は異なるで
あろう．また，財源の問題を考えた場合，割
引と課金を適切に組み合わせる必要もあろ
う．さらには，単に交通事業者の収益のみに
着目するだけでなく，持続可能な交通システ
ムを実現するための適切なモーダルシェア
等の社会・環境面での評価も併せて行なう必
要がある． 
 そのような評価を行なうためには，様々な
料金サービスに対する認知にまで踏み込ん
だ分析が不可欠であるが，交通分野での既往
研究では，サービスレベルに対する認知を
「効用関数」というブラックボックスに集約
した研究がほとんどである．一方，認知心理
学やマーケティング・サイエンスの分野では，
Kahneman and Tversky（1979）が提唱した
プロスペクト理論等により，財やサービスに
対する認知メカニズムの分析が盛んに行わ
れているものの，いずれも一般消費財を対象
としていることから，交通サービスの認知や
料金政策に対するインプリケーションは不
明である． 
 
２．研究の目的 
 上記のような認識のもと，本研究では，
様々な交通料金体系下におけるサービスレ
ベルの認知を精緻に表現可能な交通行動モ
デルを構築した上で，マーケティングの分野
で採用されている Yield Management の概
念に基づき，既存の交通インフラを 大限活

用し，社会的に望ましい交通体系を実現する
ような料金政策を検討することを目的とす
る．具体的には，まず料金体系として，単な
る利用ごとの割引に留まらず，プリペイドカ
ードのように 初に購入した際にいくらか
のプレミアムが付く方式（事前プレミアム方
式）や，キャッシュバックのように一定金額
を利用した後にプレミアムが付く方式（事後
プレミアム方式）等に着目し，利用者の満足
度や交通行動の変化の観点から，それらの効
果の差異を明らかにする．加えて，金銭を媒
介としたインセンティブ付与に限らず，ポイ
ント制度等にも着目し，ポイントの獲得方法
や還元サービスの有効な設定方法の検討を
行う． 
ここで，このように様々な料金体系に対す

る利用者の満足度や，料金政策の実施に伴う
交通行動の変化を把握するためには，前述の
ように，交通サービスの認知メカニズムの詳
細な分析が不可欠である．本研究では，アン
ケート調査等を企画・実施し，交通分野にお
いて支配的に用いられている効用理論の妥
当性の検証を行い，次いでその代替理論であ
るプロスペクト理論や Thaler（1985）のメ
ンタル・アカウンティング理論等の適用可能
性の検討ならびに理論的拡張を図る． 
 
３．研究の方法 
(1) 交通サービス認知メカニズムの分析 
 交通行動分析に関する既往研究の多くが
依拠する効用理論では，運賃などの交通サー
ビスレベルに対する評価手法として，絶対的
評価もしくは選択肢間での相対評価を暗に
仮定している．これに対し，プロスペクト理
論では，サービスの認知においては基準とな
る「参照点」なるものが存在し，参照点から
の損得勘定により価値判断が行われるもの
としている．また，心理学やマーケティング
の分野では，参照点として様々な概念が提案
されると共に，割引きなどの政策によって参
照点自体が変化する可能性が指摘されてい
る．そこで本研究では，まず交通サービスに
対する利用者の認知メカニズムを把握する
目的で交通手段選択行動を対象としたアン
ケート調査を実施し，サービスに対する認知
が効用理論のような絶対的評価もしくは選
択肢間の相対に基づくのか，あるいはプロス
ペクト理論が主張するような参照点からの
損得勘定によるものなのか，仮に後者であっ
た場合，交通手段選択における参照点はいか
なるものであるのか，運賃割引きなどの政策
を実施した場合，参照点はどのように変化す
るのか，に着目して分析を行った． 



 

 

 
(2) 複数回利用を想定した料金政策の評価 
 さて，交通行動は通勤や買い物のように繰
り返し行われるという特性を有しているこ
とから，料金政策としても，単なる利用ごと
の割引きのみならず，プリペイドカードのよ
うに 初に購入した際にいくらかのプレミ
アムが付く事前プレミアム方式や，キャッシ
ュバックのように一定金額を利用した後に
プレミアムが付く事後プレミアム方式等が
想定されうる．これらの料金政策の選択は，
将来の複数回の利用を見込んだ上での料金
プランの選択とみなすことができる．一方，
効用理論やプロスペクト理論は基本的には
単一の選択行動を記述するものである．そこ
で本研究では，時間軸上における複数回の利
用から得られる効用を時間選好理論により
現在価値に割り戻すと共に，各時点で得られ
る効用は，サービスに対する利用者の支払い
意思額と価格の差からなる獲得効用と，参照
点と価格との差からなる取引効用の合計で
あるという Thaler（1985）のメンタル・ア
カウンティング理論を適用したモデルを構
築し，事前プレミアム方式と事後プレミアム
方式の評価を行った． 
 
(3) ポイント制度の効果分析 
 次に，特にマーケティングの分野では，単
なる商品の割引きと比較して，ポイント制度
が有効な販促ツールであることが多数実証
されている．交通分野を対象とした著者らの
先行研究においても，ポイント制度は単なる
運賃値下げと比較してより大きな利用者満
足度をもたらすことが実証されている．加え
て，ポイント制度においては，どのような行
動によりポイントが貯まるのかというポイ
ント獲得方法の設定，および貯まったポイン
トが何に使えるのかというポイント還元サ
ービスの設定により，利用者満足度が異なる
ことが明らかとなっている．そこで本研究で
は，ポイント獲得方法と還元サービスを変化
させたアンケート調査を実施し，費用対効果
の高いポイント制度の検討を行った． 
 
(4) 他者の行動に対する認知の影響 

これまで述べた研究のアプローチでは，意
思決定者は自身の利己的な利得のみに基づ
いて価値判断や行動を行うものと仮定して
いるが，人間行動の多くは，個人の私的動機
だけでなく，他者への同調傾向等に代表され
る社会的相互作用の影響を受けることが繰
り返し指摘されている．そこで本研究では，
他者の行動に対する認知，すなわち「社会的
認知」にまで分析対象を拡張し，その影響が
大きいと考えられる環境配慮行動に着目し
て，社会的認知が個人の行動に及ぼす影響を
分析した． 

 
４．研究成果 
(1) 交通サービス認知メカニズムの分析 
 交通サービスに対する認知メカニズムを
分析するために，2008 年 1 月に松山市の事
業所に勤務する 148 名を対象として，自宅か
ら松山市中心部への買い物交通行動に関す
るアンケート調査を実施した．調査では，サ
ービス認知に際して基準になると考えられ
る参照点として，通常の認知している値に相
当する「通常価格（所要時間）」，妥当である
と思われるサービスレベルを表す「公正価格
（所要時間）」，これ以上サービスが悪くなる
と利用しないと考える値に相当する「留保価
格（所要時間）」などを交通手段ごとに尋ね
ていることに特長がある． 
 サービス認知と満足度の関係を把握する
ために，アンケート調査から得られている運
賃や所要時間についての 5段階の主観的満足
度を被説明変数，前述の 3 つの概念の変数を
様々に組み合わせたものを説明変数として，
オーダードプロビットモデルを用いて分析
を行った結果，満足度は，非集計行動モデル
で通常なされているような通常価格の絶対
的評価によるものではなく，プロスペクト理
論が主張するような公正価格を参照点とし
た上での通常価格の評価によって形成され
ることが明らかとなった．同様の分析を所要
時間についても行ったところ，公共交通につ
いては公正所要時間，自動車は 短所要時間
が参照点となっていることが判明し，交通手
段ごとに異なる評価を行っていることが確
認された． 
次に，公共交通運賃の評価において参照点

となっている公正価格が，料金政策の実施に
伴い変化するかどうかを確認した．その結果，
単なる運賃値下げの場合，値下げ率の増加に
伴い，満足度評価の基準となる公正価格が下
がる傾向にあることが判明した．これは，公
共交通の運賃に対する評価が厳しくなるこ
とを意味するため，運賃値下げが期待される
効果を発揮できない可能性を示唆している
ものと考えられる．一方，キャッシュバック
については，キャッシュバック金額が多い場
合には公正価格がやや下がるものの，全般的
には，値下げよりも公正価格を下げにくいと
いう結果を得た．すなわち，同一原資を用い
る場合には，キャッシュバックのほうがより
効果的であると言えよう． 
同様に，モビリティ・マネジメント施策の

1 つとして，交通手段別 CO2 排出量原単位に
関する事実情報の提供効果を分析したとこ
ろ，統計的有意性はやや低いものの，情報提
供により認知が矯正され，公正価格が上がる
という結果が得られた．これは，値下げなど
のように多大な原資を要さずとも，環境関連
の情報を提供するだけで，公共交通利用が促



 

 

進される可能性があることを示唆している． 
 
(2) 複数回利用を想定した料金政策の評価 
 利用ごとに運賃を割引く方式（値下げ）と，
プリペイドカードのように 初に購入した
際にいくらかのプレミアムが付く方式（事前
プレミアム），およびキャッシュバックのよ
うに一定金額分を利用した後にプレミアム
が付く方式（事後プレミアム）に着目し，そ
れらによって利用者意識や満足度がどのよ
うに異なるかについて，事前プレミアム方式
が広く浸透している名古屋市で実施したア
ンケート調査データを用いて分析を行った． 
 その結果，値下げ率が 25％以下の場合はキ
ャッシュバックのような事後プレミアム方
式が も望ましいという結果が得られた．一
般に，すぐにもらえる 1 万円と 1 ヵ月後にも
らえる 1万円とでは，前者のほうが望ましく，
本研究においても，時間選好理論によりその
影響が確認された．しかしながら，値下げや
事前プレミアムを実施した場合，満足度の基
準となる公正価格が低下するのに対して，事
後プレミアムでは公正価格が不変，もしくは
上昇する人が多数見受けれられたため，この
ような結果が得られたものと推測される．つ
まり，値下げや事前プレミアムを実施した場
合，実施後の料金が満足度のベンチマークと
なってしまうため，値下げによるお得感は予
想よりも下回る．一方，事後プレミアムの場
合は，基本的には通常料金を支払うため，そ
のような現象が生じにくい．加えて， 終的
に得られる特典については，「得をした」と
いうフレームで評価する傾向があると共に，
顧客として丁重に扱われているという満足
度も得られるためであると推察される．以上
より，少ない原資に対しては事後プレミアム
のようなインセンティブ付与形式が も費
用対効果が大きく，公共交通の利用促進に資
するものと考えられる． 
 
(3) ポイント制度の効果分析 
 金銭を媒介としたインセンティブ付与以
外の方法として，ポイント制度に着目し，松
山市で実施されていた交通まちづくりポイ
ント制度の全参加者を対象にアンケート調
査を実施し，ポイント獲得方法や還元サービ
スの有効な設定方法の検討を行った． 
 まず，ポイント獲得方法について，幾つか
の仮想のポイント獲得方法を被験者に提示
して分析を行った結果，参加者は，「自転車
利用」「地元産の食料品購入」など，利用頻
度が高くポイントが貯まりやすい方法を望
む傾向にあることが判明した． 
 次に，ポイント還元サービスについては，
「特典が安価でもいいので，確実にポイント
還元がなされるサービスが望ましい」と回答
した人が も多く，次いで，「特典の種類を

増やしてほしい」と回答した人が多いという
結果が得られた．すなわち，参加者は確実な
ポイント還元や公平性を重視していること
が伺える．そこで，次に，アンケートにおい
て，物品との交換だけでなく，植樹などの環
境活動への寄付を含めると共に，自転車道の
整備や公共交通の充実といった公共政策へ
の寄付，及び会員限定のサービスによりステ
ータスを付与する，等のメニューも含めた仮
想の還元サービスを被験者に提示して分析
を行った．結果，全般的に日常生活との関連
性が強い物品との交換を望む傾向にあるが，
寄付に関してもある程度の魅力を感じてい
ることが確認された．また，会員限定サービ
スメニューについても比較的強い要望があ
った．会員限定サービスの具体例としては，
会員専用の無料駐輪スペースに駐輪できた
り，店舗における限定商品を優先的に買うこ
ととができることなどが考えられるが，これ
らは特に原資の必要もなく導入可能である
ことから，その効果は非常に大きいものと推
測される． 
 
(4) 他者の行動に対する認知の影響 
 他者の行動に対する認知が個人の行動に
及ぼす影響を把握するために，環境配慮行動
を対象に分析を行った．具体的には，(3)の交
通ポイント制度におけるポイント還元サー
ビスについて，貯まったポイントを公共交通
の無料チケットと交換するか，植樹へ寄付す
るかについてのアンケート調査を実施し，そ
れを資源配分モデルの枠組みでモデル化を
行った．その際，当該意思決定に影響を及ぼ
す要因として，従来より考慮されている「他
者協力率」，すなわち「個人が参照する準拠
集団内において協力行動をとる人の割合」に
加え，「準拠集団内で協力行動を行う人の協
力行動の平均的実施水準」を表す「他者協力
強さ」に関する主観的知覚値を考慮した．加
えて，他者が得るであろう効用の知覚値も影
響を及ぼすと考え，その比較方法として，準
拠集団内において獲得効用が高い人との比
較を行う「上方比較」，効用が低い人との比
較を行う「下方比較」，ならびに平均的な人
との比較を行う「平均比較」の 3パターンを
想定し，それらを数理モデルとして定式化し
た上で分析を行った．その結果，個人の環境
配慮行動は，他者協力率，他者協力強さ，他
者の効用の全てに有意な影響を受けるが，他
者協力率と比較して他者協力強さにより大
きな影響を受けることが明らかとなった．ま
た，他者協力率や他者協力強さに影響を受け
る個人の行動意図の背景には，他者への後ろ
めたさといった受動的動機によるものがあ
るなど，個人間で意思決定メカニズムが大き
く異なることが判明した．さらには，今回の
事例においては，他者の協力状況が高いほど



 

 

社会状況が高位の均衡に落ち着くとは限ら
ず，それに甘んじてフリーライドするような
個人が現れた結果，低位の均衡に達する恐れ
があることが明らかとなった． 
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